
教育の果たす役割は大

○社会全体で、１人１人が能力を
最大限に伸ばし、発揮することが
必要

我が国の教育を取り巻く諸情勢の変化
～社会の構造変化に対応して、どのような社会システム・教育が必要か～

①少子高齢化の進展
・生産年齢人口の減少、消費人口の減少

子ども若者向け支出はＯＥＣＤ39カ国中38位
→将来の負担が次世代へ

⑤グローバル化の進展
・国際競争の激化、特に新興国の台頭、
・人モノ金の流動化、知識・頭脳の
獲得競争、国際水平分業型のビジネス
モデル、企業の採用活動のボーダーレス化

・地球規模の課題（環境、資源、貧困等）
→ 経済規模の拡大のみの限界

④産業構造・雇用の変化
・低成長、サービス化
・終身雇用・年功序列、新卒一括採用等
雇用慣行の変化、労働市場のミスマッチ
・社会（企業等）の人材育成機能低下
→失業率、非正規雇用拡大

②地域社会、家族の変容
・核家族、一人親世帯など家族形態の変化
・価値観・ライフスタイルの多様化
→ 人間関係希薄化、社会的モラルの低下、
明確な目的意識を持つことの困難性

・他方、ネットを通じた新たなコミュニティ

③社会格差の増大、固定化
・インフォーマルな社会保障（企業・地域等）
の喪失
・経済格差の進行→教育格差
→格差の再生産・固定化（同一世代内、世代
間）→社会の不安定化

○生涯にわたって、一人一人の付加価
値を高め、活用できる社会システム

○安心して子どもを産み育てる環境
○一人一人が共通のスタートラインにつくこ
とができるシステム

○イノベーションによる新たな社会的・
経済的価値の創造

○国際的な労働市場で必要とされる人
材の創出

○多様な価値観・異文化との共生
○成長分野（環境、エネルギー、健康
等）を支える担い手づくり

○コミュニティの再生による社会的包
摂・絆の再構築
○官か民かという2者択一を越えた多様

な主体による「公」の実現。
○ワーク・ライフ・バランスの実現

人的資本
※個人の能力、モチベーション、健康
なども含む広い概念

社会関係資本
※人々の協調行動を活発にすることによって
社会の効率性を高めることのできる「ネットワー
ク（社会的なつながり）」「規範」「信頼」といった
社会組織の特徴。物的資本、人的資本と並び、
社会・個人の繁栄にとって重要な要素。

○生涯を通じて、
多様な学習機会を確保

「教育の機会均等」
「教育の質」の保証

相互作用

現状 目指すべき方向性
ソフトパワー増大

（知恵、文化、コミュニケーション）

相
互
に
連
関

持続可能な社会
への好循環

幸福度・満足度の向上

全員に居場所と出番を確保

未来への投資

読み書き算に加えて、価値
創造、コミュニケーション、
コラボレーションが可能な
高度の知識や能力、体力、

規範意識など

社会全体の成長・安定化

一人一人の人的資本を高め
生産性を向上、税収増加

他者理解・人間関係形成能力等
の向上による社会関係資本の増大

（学校・学習活動と相互作用）

職業能力を高め
失業等のリスク軽減

公的支出抑制

基礎的能力の獲得を
全員に保証（教育機会均等）

（共通のスタートライン）

新しい価値を生み出す
知識・能力の獲得と
世代間・地域間の
知識の伝達・普及

体力の向上や
正しい知識等による
健康の増進への寄与

職の安定や
規範意識の向上等
による治安改善

教育の社会的効果（例）

積極的な福祉
（ポジティブウェルフェア）

教育の公的性格を踏まえ、

社会全体で支える
ことが必要。

元気な日本社会・経済

公債残高の累増、財政の限界
国と地方、官と民の関係変化

産業、雇用、社会保障、科学技術な
ど各政策との連携により実現

＝

社会への参加保障、生きる力

社会の絆

イノベーション（生産性の向上）

一人一人に
「課題探求能力」、「キーコンピテ ン
シー」も含めた「生きる力」を育成

参考資料１

中央教育審議会
教育振興基本計画部会（第４回）

平成23年6月13日
資料５
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●社会保障給付費は、1990年からの20年で２倍以上に

①少子高齢化の進展

●若年層の少なさを考慮しても、日本は家族・教育・積極的労働政策（ポジティブ・ウェルフェア）への支出は少ない

「全世代型社会保障」の国際比較（対GDP比、2007年）

0 5 10 15 20 25

OECD平均

アメリカ

フラ ンス

イ ギリス

スウェ ーデン

ドイ ツ

日本

8.7 7.8 7.2

計23.7

高齢※4 その他（失業、生活保護など）※6保健※5

8.8 6.3 2.9 計18.0

（出典） 家族、教育：OECD Family Database 積極的労働政策、高齢、保健、その他：OECD Social Expenditure
２５歳未満人口割合：統計局ＨＰ 世界の統計 第２章 人口 表2-7より作成

※1 労働者に働く機会を提供したり，能力を高めたりするための支出。障害をもつ勤労者の雇用促進を含む。
※2  児童手当、育児休業手当て等の現金給付や、保育サービス・就学前教育の実施機関に対する助成、税制優遇措置等
※3  初等教育、中等教育、高等教育の合計 ※4 年金・一時金など退職者に対する現金給付。早期退職者への給付も含む。高齢者及び障害者を対象とした在宅及び施設の介護サービスを含む。
※5 医療の現物給付。治療にかかる費用であり，傷病手当金は含まない。 ※6 遺族、障害・業務災害・傷病、失業、住宅、生活保護その他。日本、アメリカは住宅のデータは含まれていない。

家族、教育、積極的労働政策 高齢、保健、その他

教育※3

5510 100 15 20 25

日本

（各政策の対GDP 比）

9.0 6.6 7.7

計23.3

6.4 5.8 4.1 計16.3計7.4 4.62.3
0.5

教育※3家族※2

日本

積極的労働政策※1

（25歳未満人口の割合） 30％ 15％

計4.6 3.11.3

0.2

23.8

5.3 7.2 3.0 計15.5

5.8 6.8 4.4 計17.0 

11.1 7.5 6.1

計24.7

計6.1 4.91.1

0.1

34.3

計8.7 4.83.6

0.3

31.0

計7.5

4.02.80.725.4

計10.0 6.03.01.1
29.8

計9.5

5.03.70.931.
3

（％）

（25歳未満人口割合）

●将来の負担が次世代にのしかかる （少子高齢化の急激な進行）

高齢者を支える生産年齢人口が減り続ける

支えられる高齢者の数は増加の一途

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

（千人） わが国における人口の推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所 『 人口統計資料集 (2010) 』

（年）

支える高齢者の数は増加の一途

（ 15 歳以上 65 歳未満）

（ 65 歳以上）

１５歳未満人口

生産年齢人口

高齢者人口

高齢者を支える生産年齢人口が減り続ける

高齢者が増え、それを支える生産年齢人口は減り続ける

減少していく現役世代を支える支出は抑制されている

●若者向け、特に（教育＋家族）は３８位／３９カ国

内閣府 社会意識 関する世論調 」（平成 年 月）

38.0%

21.6%

17.5%

6.1%

20.0%

27.8%

18.2%

24.6%

21.9%

40.1%

26.5%

17.9%

49.2%

18.2%

14.3%

65.9% 83.5%
78.7%

75.0%
54.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

子育てや教育にお金が

かかりすぎるから

高年齢で生むのは

いやだから

これ以上、育児の心理的、

肉体的負担に耐えられないから

自分の仕事（勤めや家業）に

差し支えるから

全体

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

妻
の
年
齢
別

◆ 予定子ども数が理想子ども数を下回る理由

安心して子どもを生み育てる環境、
生涯にわたって一人一人の付加価値を高め、
活用できる社会システムが必要

●教育費の大きさは、少子化の要因にもなっている

社会保障給付費の推移
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②地域社会・家族の変容

これらの現れの一つとして・・・

●自殺者数、配偶者からの暴力が関係する相談、
気分障害、児童虐待相談の件数が増加

●核家族や一人親世帯が増加

家庭・地域の教育力の低下
未婚・単身の増加、地域からも孤立

●特に男性の未婚率が上昇 ●単身世帯は年々増加

親のしつけに対する国際比較

●国際的に見て日本は保護者が子どもへの
しつけを行う機会が少ない

出典：
子どもの体験活動研究会

「子どもの体験活動等に関する国際比較調査」
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ちゃん
とあい
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日本

韓国
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お母さんから

お母さんからお父さんから

お父さんから

たまに言
われる 言われない

言わ
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テレビを
見すぎ
だから
やめな
さい

※小学
校５年
生

中学
校２年
生

た ま に 言
われる

言われない
言 わ
れる

●地域から孤立している人は全体の２割 ●つながりは高齢者に偏在し、若年者は孤立傾向
●約８割の親が家庭の教育力が低下していると実感

■ 地域の教育力について（意識調査）
（％）

55.6 5.2 15.1 22.7 1.5

以前に比べて
低下している

以前に比べて
向上している

以前と変わら
ない

わからない 不明

（％）

56.1

33 .7

33.2

33 .1

30 .1

0 20 40 60 80

個人 主 義 が浸 透 して きてい るので
（他 人 の関 与 を歓 迎 しな い）

　　　　　地 域 が 安 全で なくな り、子ど も を他 人 と
交 流 させることに 対 す る抵 抗が 増 しているの で

近 所 の人 々 が 親交 を深 め られ る
機会 が 不 足 してい るので

人 々の 居 住 地に 対 す る
親 近 感 が希 薄 化しているの で

母 親 の 就労 が 増 加 してい るので

その理由

※１４項目の中から３つまで選択。上
記グラフは上位５項目の回答率。

出典 「地域の教育力に関す
る実態調査」（平成18年）

（％）

●地域の教育力について以前と比べて低下している
と感じている人が過半数を超えている。

低年齢少年の生活と意識に関する調査報告書
（平成１１年・１８年 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）

掃除当番などクラスの仕事をさぼることについて「よくある」「ときどきある」
と答えた児童生徒の割合

7.9%

15.7%

10.3%

20.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

小学生

中学生

平成１８年

平成１１年

●掃除当番などクラスの仕事をさぼることについて「よくある」
「ときどきある」と答える小・中学生の割合が増加

父母が平日に子どもと接する時間

●約60%の父親が「30分くらい」以内

出典：平成19年国民生活白書

コミュニティの再構築による
社会的包摂・絆の再構築が必要

問　あなたは、世の中全般に家庭の教育力が低下していると思いますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う

　ある程度そう思う

　どちらともいえない

　あまりそう思わない

全くそう思わない

38.6 41.2 16.7

3.0

出典 文部科学省委託調査「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査
研究」（平成２０年度）
調査対象：０歳～１８歳の子どもを持つ２０歳～５４歳の父母３，０００人

日本

韓国

アメリカ

イギリス

ドイツ

（千世帯）

注） １ 一般世帯とは、(1)住居と生計を共にしている人の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者（ただし、これらの世帯と住居を共にする単身の住み込
みの雇人については、人数に関係なく雇主の世帯に含む）、(2)(1)の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋などに
下宿している単身者、(3)会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者を指す。

２ 1960年は、1％抽出結果による。
資料 1960年～2000年は総務省「国勢調査」、2020年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）2005（平成17）年8

月推計」より作成。

核家族世帯
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核家族世帯
28,033

核家族世帯
24,219
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53.0%
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（年）
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出典：平成19年就業構造基本調査

1997年

2007年

低所得層
が増加

中所得層
が減少

高所得層
は大きな
変化無し

● 家庭の経済状況と進学に相関関係

高校卒業後の予定進路（両親年収別）

15.7

43.9

49.4

54.8

62.4

30.1

21.4

10.1

5.6

31.4
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400万円以下 400-600万円 600-800万円 800-1000万円 1000万円超

4年制大学進学

就職など

● 低所得層の割合は増加傾向

● 進路により卒業後の就労形態、所得に影響
・大学卒業までにかかる費用
全て国公立： 約1000万円、全て私立：約2300万円

● 教育費の家計負担が大きい

4.3%

9.1%

12.3%

15.6%

2.4%

4.4%
4.9%

10.7%

1.2% 1.4% 1.4%
2.7%

4.5%

21.7%

7.2%

0%

5%

10%

15%
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25%

1982 1987 1992 1997 2002

中卒男性 高卒男性 大学・大学院卒男性

●社会格差の再生産、
世代間の連鎖

学歴別フリーター比率

小杉礼子・堀有喜衣 『若者の包括的な移行支援に関する予備的検討』 労働政策研究・研修機構 （2006） より

・学歴別生涯賃金（男性）
高卒： 約２６０百万円、 大学・大学院卒：約３００百万円

『ユースフル労働統計－労働統計加工指標集－2010』 労働政策研究・研修機構 より

就職など

４年制大学進学

低所得層
が増加

中所得層
が減少

高所得層
は大きな
変化なし

２００７年

１９９７年

● 地域ごとの大学等の進学率にも格差

出典：東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査 第１次報告書」（２００７年）

③社会格差の増大、固定化

出典：文部科学省 「平成22年度 学校基本調査報告書」

家計に占める教育費負担

１人１人に教育の機会
（共通のスタートライン）
を保証する必要

都道府県別の専修学校(専門課程)進学率（高校新卒者）
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都道府県別の４年制大学への進学率（平成２２年３月）
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円（世帯の平均可処分所得）
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22% 34%

52%

可処分所得

第2子教育費負担

第１子教育費負担

※教育費負担：幼稚園～高校については子どもの学習費調査（平成２０年度）、大学については独立行政法人日本学生支援
機構「平成18年度学生生活調査報告」より作成。 （幼稚園は私立の学習費総額、小・中・高は公立の学習費総額を使用
（学校外活動費含む）。大学は、国立大学・昼間部に通わせた場合の、家庭から学生への給付額を使用。）

※平均可処分所得：平成20年家計調査年報より作成。（２人以上の勤労者世帯。１ヶ月間の可処分所得を年換算。） 4



④産業構造・雇用の変化

●日本の国際競争力は低下

19.520.6
26.9 27.2 25.7

21.3 20.722.3 20.7

20.7 21.5 22.1
13.6 16.0 15.5 17.1 19.6 21.1
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昭和55 60 平成2 7 12 17 18 19 20 （年）

名目ＧＤＰに占める産業別割合

資料：内閣府「国民経済計算」

●経済のサービス化の進展など産業構造が変化

その他

サービ
ス業

運輸・通信
業

不動産業

金融・保険
業

卸売・小売
業

電気・ガス・
水道業

建設業

製造業

農林水産業

※ 「その他」には、「政府サービス生産者」、「対家計民間非営利サービス生産者」及び「鉱業」を計上している。

59.4

23.8

平成19年度

正社員 非正社員

（％）

0.38
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0.18
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0.18 0.18

0.1

0.2

0.3

0.4

昭和63 平成3 7 10 14 18
（年）

(%)

全企業

従業員30-99名の企業

● 労働費用に占める教育訓練費用の割合は、
特に（我が国の企業の大半である）中小企
業で低下傾向

資料：昭和63～平成10年は労働省「賃金労働時間制度等総合調査」により作成
平成14～18年は厚生労働省「就労条件総合調査」により作成

資料：厚生労働省「能力開発基本調査」（平成20年度）

●企業等の人材育成能力が低下

生涯にわたってスキルを高める多様な
受け皿づくり、トランポリン型社会に向け、

企業の教育訓練だけでなく、
教育機関に求められる役割が

増している

IMD国際競争力ランキングの推移

●１人当たり名目GDPは２０００年の３位から大きく後退

●就業者数で見ても、特に、専門的・技術的職業従事者、
事務従事者、サービス職業従事者が増加日本経済の相対的な地位の低下、

産業構造の変化を踏まえた
労働の質の向上が急務！
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昭和30年 40 50 60 平成7年 17

専門的・技術的職業従事者 管理的職業従事者

事務従事者 販売従事者

サービス職業従事者 保安職業従事者

農林漁業作業者 運輸・通信従事者

生産工程・労務作業者 分類不能の職業

職業別の就業者構成割合

新成長戦略にも掲げられた

など、新たな成長を担う人材が必要

環境・エネルギー 健康（医療・介護）

アジア 観光・地域活性化

●若年層の非正規雇用が増加
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15～24歳

25～34歳

35～44歳

15～24歳

25～34歳

全年齢

※ 完全失業率は、年平均。平成22年1～7月平均のデータは、原数値の単純平均。
※ 非正規雇用率は、非農林雇用者（役員を除く）に占める割合。なお、15～24歳では在学中の者を除く。

（％）
（％）

失業率（平成22年）
15歳～24歳 ： 9.6%
全年齢平均 ： 5.1%

（年）

9.
5%

26.5
%

失業率（平成15年）
15歳～24歳 ： 10.1%
全年齢平均 ： 5.3%

失業率（平成3年）
15歳～24歳 ：4.5%

● 計画的OJT・OFF-JTは正社員と
比べて非正社員には実施されて
いない

終身雇用・年功序列 新卒一括採用

労働市場のミスマッチ

● 硬直的な雇用慣行・労働市場

資料：IMD「World Competitiveness Yearbook 2008」を基に文部科学省作成（2007年の順位は、IMD公表（2007年5月）による）
※IMD：International Institute for Management Development 
※IMD国際競争力ランキングは、経済状況、政府効率性、ビジネス効率性等を総合的に勘案して算出されている。
※IMDのランキングは、頻繁にその集計方法を変えるので、一概に以前の順位と比較することはできないことに留意する必要がある。

・教育訓練の機会がない非正規雇用の増加
・正社員についても教育機会が減少

5



⑤グローバル化の進展 他方、人口が減少するなか
国内市場の拡大は容易ではない

●世界の貿易規模・海外投資規模は大きく拡大

●中国、インド等の新興国が台頭
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●1994年からの15年で、日本の名目GDPシェアは半分に

●日本の人口は2007年をピークに減少

※国立社会保障・人口問題研究所統計資料より
※2010年以降は推計値

●高付加価値拠点の海外移転が進んでいる

対外投資 UP 国内投資 DOWN

しかし・・・
●日本人の内向き志向
（日本からの海外留学生の数はここ10年間横ばい、近年減少）

●高等教育修了者に占める他国からの流出・流入の割合は低水準

○ 新たな社会的・経済価値を
生むイノベーション

○ 国際的な労働市場で必要と
される人材創出

企業の経済活動の海外シフトが進展

流入 ：当該国に居住する全ての高等教育修了者に対する、当該国に
居住する外国人で高等教育修了者の割合

流出 ：当該国に居住する全ての高等教育修了者に対する、当該国で
生まれた者で外国に居住している高等教育修了者の割合

※ただし、一部の国については、統計上、生まれた国が特定できず、
特定された者のみについて算出している場合がある。

●企業はグローバル人材獲得へ

・パナソニックは2011年、ユニクロは2012年に
新卒採用の約８割を外国人にするとの報道（P）

・ソニー、東芝、日立、楽天等大手企業でも外国人
採用枠を拡大

他方、環境、資源、貧困等
地球規模の課題が深刻化する中、
多様な価値観、異文化との共生の

視点も重要

流入

流出

（%）

出典：OECD「OECD Science, Technology and Industry」

高等教育修了者に占める他国からの流出・流入の割合

（%）

が必要

名目ＧＤＰ（ＵＳドル）の推移

出典：International Monetary Fund, April 2011 World Economic Outlookより作成

米国

中国

日本

インド

1995年

米国, 25.0%

ＥＵ, 30.9%

中国, 2.4%

その他, 24.0%
日本, 17.7%

2010年

日本, 8.7%

米国, 23.3%

ＥＵ, 25.9%

中国, 9.3%

その他, 32.8%

１９９５年 ２０１０年

出典：International Monetary Fund, April 2011 World Economic Outlook
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文教予算などの
各分野を見る
と・・・

財政規模等の状況

一般会計の推移（決算ベース） 一般歳出全体における分野別予算内訳（当初予算ベース）

国・地方の長期債務残高は、平
成22年度末に862兆（対GDP比

181％）に達する

一般会計の推移（決算ベース）

当初

当初
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